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北海道の概要

•83,457k㎡

•全国1位 国土の22.1%
総面積

•551万人(H22国勢調査)

•全国8位 総人口の4.3%
人口

•63.2%

•全国13位 全国平均63.3%
生産年齢人口比率

•18.1兆円

•全国7位(H21) 全国シェア 3.7%

道内総生産
（名目）

面
積
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人
口

世界の中の北海道

魅力度

・経済成長著しいアジアや、大規模な石油・天
然ガス開発の進むロシア極東地域に隣接

・世界の主要都市と同経度に位置し、北米やヨ
ーロッパとの直線距離は日本の中で最も近い

・「都道府県の魅力度ランキング」では、調
査開始以来4年連続1位

主な指標

H24 H23

1 (1) 北海道 63.9

都道府県名
都道府県名 魅力度
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•全国7位(H21) 全国シェア 3.7%（名目）

•5.6兆円

•全国18位(H22) 全国シェア 2.0%
製造品出荷額

•17,790億円

•全国1位(H22) 全国シェア 7.7%
食料品出荷額

•9,946億円

•全国1位(H22) 全国シェア 12.0%
農業生産額

•2,591億円

•全国1位(H22) 全国シェア 18.5%
漁業生産額

•5,539千ha

•全国1位(H22) 全国シェア 22.1%
森林面積

産

業

低い災害リスク

・北海道は、今後30年以内に震度6弱以上の地
震に見舞われる確率が非常に低い

・台風接近や雷の発生が他地域に比べ低い
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○S56～H22（30年間）の台風平均接近数今後30年以内に震度6弱以上の地震発生の確率

＊ブランド総合研究所「地域ブランド調査」

出典：気象庁

1 (1) 北海道 63.9
2 (2) 京都府 54.6

3 (3) 沖縄県 48.4
4 (4) 東京都 41.1

5 (5) 奈良県 35.9



多重化された交通インフラのネットワーク

北海道の交通

○広大な北海道の自動車輸送をより
スムーズにするための高速自動車
道等の整備が進んでいます。

○道南～道央～道北～道東へと、主
要都市間を結ぶ総計画延長は
1,825kmにおよび、現在964km
が開通しています。

○室蘭や苫小牧の国際拠点港湾を
はじめ道内には35の港湾があ
り、北海道～本州間は9航路が
運航。石狩湾新港や苫小牧港な
ど外航コンテナは11航路が運
航しています。

２

北海道新幹線

札幌延伸に向けては、平成24年6月に政府の実施計画が認可され
ました。北海道新幹線新青森～新函館（仮称）間（149キロ）の
完成予定は27年度末です。

○北海道内13空港のうち、道外主要都
市を結ぶ空港は9空港で東京とは全
て直結しています。

○新千歳と函館、旭川は国際空港とし
て海外へ定期便が運航しており、新
千歳空港は、中国、韓国、ロシア等
の9都市と結ばれています。



・北海道には、釧路や帯広など道東方面を中心に日照に恵ま
れた地域があり、公共施設や住宅などで導入されているほ
か、稚内市においては、日本有数の規模である5メガワッ
ト級の太陽光発電システムが稼働しているなど、メガソー

再生可能エネルギーの宝庫 ～北海道の再生可能エネルギーのポテンシャル

再生可能エネルギーの活用

風力発電

・北海道の主な再生可能エネルギーの賦存量は、いずれも全国の上位を占めています。

特に風力発電は全国一の賦存量を誇っており、その活用余力も大きい状況にあります。

太陽光発電

・北海道の日本海側を中心として導入が進んでおり、平成２
２年度では発電所数53箇所（設置基数273基）、発電容
量約2６万キロワットと、日本有数の風力発電先進地と
なっています。

道内賦存量
(億kw)

道内発電電力量
(億kw)

活用割合(%)

太陽光発電 199 【全国4位】 0.22 0.1%

風力発電 3,174 【全国1位】 6.7 0.2%

水力発電 101 【全国5位】 58 57.4%

＊賦存量：ある資源について、理論的に導き出された総量。 資源を利用するにあたっての

制約などは考慮に入れないため、一般にその資源の利用可能量を上回る。
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北海道の風力発電所の推移

出力（ｋW）

発電所数

ト級の太陽光発電システムが稼働しているなど、メガソー
ラーの誘致が進んでいます。

３

なっています。

広大な土地 台風・地震

の少なさ

日射量 冷涼な気候

適地

年間平均日射量

都市名
年間平均日射量
(kwh/㎡・day)

札幌市 3.95 

旭川市 3.70 

函館市 3.82 

釧路市 4.25 

苫小牧市 4.09 

帯広市 4.25 

小樽市 3.73 

網走市 4.01 

東京都 3.74 

名古屋市 4.11 

大阪市 3.92 

福岡市 3.79 
(独立行政法人新エネルギー･産業技術総
合開発機構）

H7以前 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22



国民生活を支える高い食料・資材の供給力

高い食料の供給力と付加価値向上への取組

自給率

カロリー(A) 生産額(B)

全 国 40 70

北 海 道 187 199

青 森 県 121 216

岩 手 県 108 185

秋 田 県 175 149

山 形 県 134 162

新 潟 県 101 117

佐 賀 県 100 153

宮 崎 県 67 263

《主な都道府県の食料自給率》 《生産量で北海道が全国一の主な農畜水産物（平成22年）》 《全国1位の食品製造出荷額》

■食品製造業出荷額（再掲）

（億円）
都道府県名 出荷額

1 北海道 17,790

2 愛知県 15,147

3 埼玉県 14,170

4 兵庫県 12,724
5 神奈川県 12,245

■食品製造業事業所数

（事業所）
都道府県名 事業所数

食クラスター活動の取組

４

宮 崎 県 67 263

鹿児島県 95 241

数値は、平成２１年度概算値
単位：％ 農林水産省資料より

農林水産省「作物統計」「牛乳乳製品統計」、「畜産統計」ほか
注：カッコ内は作付面積又は飼養頭数

課題 低い付加価値率（食品工業）

付加価値率（H22） 北海道 27.9％ （全国 34.5％）
※食品製造業出荷額１位 → 付加価値率45位

産学官金の連携・協働によるオール
北海道の推進体制（食クラスター）
を形成、北海道ならではの食の総合
産業化の確立に取り組む

①魚醤油の製造とその活用による高付加価値商品の開発

②観光との連携によるワインとチーズを楽しむ食文化提案

③メディア活用による消費者参加型マーケティング・販路拡大

④道産小麦の需要拡大を目指した小麦新品種「ゆめちから」ブレンド粉の加工適
正評価

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト(

主
な
も
の)

雪ひしお君
「雪ひしお」ブランドの構築による認知度アップ・消費拡大

北海道のワインとチーズを楽しむ新しい食文化の形成

消費者との連携によるマーケットイン発想の普及

評価結果の周知による需要の拡大と道産小麦１００％の商品開発

○雇用・所得・人材
を確保し、北海道
経済を牽引

○東アジアにおける
食産業の研究開
発・輸出拠点化

日本で唯一「食」の国際戦略総合特
区として平成23年9月に指定を受け
る

都道府県名 事業所数

1 北海道 1,497

2 愛知県 929

3 静岡県 864

4 兵庫県 805
5 福岡県 604



北海道観光の現況

観光産業

観光入込客の推移

東日本大震災による国内外の観光需要の落ち込みにより国内客▲515万人
（▲10.0%）、海外客▲17万人（▲23.0%）の減少

○年間を通じ、4,500万～5,000万人の観光客が来道
○観光消費額は年々増加傾向で直近では1.3兆円。観光消費がもたらす生産波及効果（1.8兆円）は様々な産業に波及

659 
649 628 597 

595 

544 

4,909 4,958 4,707 4,682 
5,127 

4,612 

71 74 70 万人

80 万人

4,000 万人

6,000 万人

道内客、道外客 外国人

知床をはじめ世界に誇る豊かな自然環境、その豊かな自然環境が育む新鮮な食
品など豊富な観光資源で、多彩な魅力の北海道観光

◆多彩な泉質の温泉 泉
主な温泉地

感動のくに・北海道

５

観光消費額・生産波及効果

観光消費額は1兆2,993億円で、平成元年対比1.5倍となっています。また、観光消費
によって誘発される生産波及額は1.8兆円で、様々な産業に波及効果があります。
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4,068 
544 

59 

71 69 68 74 

57 50 万人

60 万人

70 万人

0 万人

2,000 万人

4,000 万人
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道外客 道内客 外国人

湯の川温泉、登別温泉、層雲峡温泉、十勝川温泉、
定山渓温泉、洞爺湖温泉、阿寒湖畔温泉

◆グルメの大地 泉
主なメニュー
新鮮な海の幸、ジンギスカン、ラーメン、スープカレー
石狩鍋、寿司、豚丼、ソフトクリーム、スイーツ

◆自然を遊び尽くす体験観光 泉
主な体験メニュー
流氷ウォーキング、パラグライダー、牧場体験、乗馬
ラフティング、熱気球、犬ぞり、そば打ち、陶芸

◆四季折々のお祭り 泉
主なお祭り
春 ～ 松前さくらまつり
夏 ～ YOSAKOIソーラン祭り
秋 ～ 池田町秋のワイン祭り
冬 ～ さっぽろ雪まつり

観光消費額 生産波及額・1.8兆円(H22)

サービ
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今後の大災害等に備えた我が国全体のバックアップ体制のあり方を提起

北海道バックアップ拠点構想

本道の優位性や開拓・開発の歴史的経験を活かしながら、北海道がバックアップ拠点としての役割を果たしていくための方向性を提示

首都圏等に集中する経済や行政に関
する諸機能の国内各地域への多重
化・分散化を進め、多極間のネット
ワークを基本とした社会・経済シス
テムへの転換を指向

災害発災直後の緊急的な支援活動を
はじめ、復旧・復興の過程における
国民生活や経済活動の継続に必要な
代替・支援機能を整備

代替・支援機能の整備

太平洋沿岸地
域

東日本地域

西日本地域

日本海地域
北日本地域

多重・分散型の国土軸の形成と
多極間ネットワークの強化

北海道が担う６つのバックアップ機能

６

域

中国・四国・九州・沖縄地域

西日本地域

食料・水の安定
供給

エネルギーの安定供給
国内分散型の

産業活動の拠点形成
一時避難や

移住の受け入れ
国の行政機能の代替 被災地への緊急的支援

ボトルネックを優位性に転換する
（遠さ、寒さetc）

強みを活かす
（地勢､豊富な資源etc）

日本の発展や危機克服に貢献してきた北海道の歴史的役割



平成24年度 一般会計予算の概要

○平成24年度の一般会計予算の規模は2兆7,410億円(東京都、大阪府に次いで全国3番目の規模）で、対前年度比
546億円の減少(▲2.0％)

○減少の主な要因は、国の経済対策に伴って設置した各種基金に関連する予算の減であり、この影響分を除いた場合、
前年度とほぼ同規模(▲0.3％)

財政規模の推移(当初予算ベース）

億円億円

30,192 

35,000 

財政規模比較(除く東京都)

億円
34,033 

34,000 

35,000 

７

30,192 

27,410 

22,546 

17,731 16,777 16,313 16,001 
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知事改選年(H11,15,19,23)は２定現計ベース
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3,106 3,145 2,941 

237 223 182 

5,791 5,579 5,165 

20,000 

25,000 

30,000 

その他

地方譲与税等

国庫支出金

【道税】・・・4,947億円 ＋28億円(+0.6%)

・法人二税で50億円の減少が見込まれるが、制度改正(年少扶養
控除の廃止等）による個人道民税の増(51億円)等により全体
では28億円の増

・法人事業税の一部を国税とし、地方に再配分する地方法人特
別譲与税(657億円)を含めた総額は、5,604億円となり、23年
度比26億円(+0.5%)の増

【交付税】・・・6,990億円 ＋90億円(+1.3%)

平成24年度 一般会計予算 歳入

歳入予算の推移

億円

18.8％

0.7％

28,181
27,956 27,410

4,807 4,919 4,947 

551 659 657 

6,810 6,900 6,990 

6,879 6,531 6,528 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

H22 H23(２定) H24

国庫支出金

道債

地方交付税

地方法人特別譲与税

道税

【道債】・・・6,528億円 ▲3億円(▲0.1%)

・臨時財政対策債を除く新発債は1,905億円と36億円の減(▲1.9%) 
・臨時財政対策債は1,840億円と40億円の増(+2.2%)
・借換債は2,783億円と7億円の減(▲0.3%)

・国保財政調整交付金など国の制度改正に伴う影響分などによる増
・地方財政全体の財源不足を補填するため、普通交付税の振替

として発行が認められる臨時財政対策債(1,840億円)を含めた
総額は8,830億円となり、23年度比130億円( +1.5%)の増

８

10.7％

23.8％

25.5％

2.4％

18.1％
(20.5%)

＊数値は当初（H23は知事改選年のため２定)予算ベース
＊%はH24予算に占める割合

(2,300) (1,800) (1,840)



平成24年度 一般会計予算 歳出

歳出予算の推移

4,707 4,831 5,085

306 300 292

5,978 5,752 5,111

20,000

25,000

30,000

一般施策事業費

施設等維持管理費

義務的経費

28,181
27,956

億円27,410

1.1％

18.6％

【人件費】・・・6,563億円 ▲31億円(▲0.5%)

・給与の独自削減の継続（H24～H26）、人員減等により
31億円の減

【公債償還費】・・・7,070億円 ▲96億円(▲1.3%)

９

6,672 6,594 6,563

2,385 2,270 2,356

1,015 1,043 933

7,118 7,166 7,070

0

5,000

10,000

15,000

H22 H23(2定) H24

義務的経費

公債償還費

投資的事業等

公共事業費

人件費

＊数値は当初(知事改選年のH23は2定)予算ベース
＊%はH24予算に占める割合

23.9％

8.6％

25.8％

3.4％

18.6％

【義務的経費】・・・5,085億円 ＋254億円(+5.3%)

・254億円の増加のうち239億円が保健福祉関係の増
・保健福祉関係の増のうち

・制度改正に伴うもの 90億円
・受給者の増等に伴うもの 149億円

・元利償還金と減債基金積立金の合計は 4,287億円と89億円の減

臨時財政対策債分 ＋ 41億円
その他 ▲130億円

・借換債は7億円の減



（億円）

23年度 22年度

歳 入 決 算 額 a 25,059 25,707 ▲ 648 ▲ 2.5%

区　　　分 増減率増減額

平成2３年度 普通会計決算の概要

・歳入総額 ： 2兆5,059億円（前年度▲648億円）

→ 道税収入や臨時財政対策債の減少により648億円（対前年比2.5%）の減少
・歳出総額 ： 2兆4,976億円（前年度▲667億円）

→国の経済対策の規模の減などにより普通建設事業費が大幅に減少したことや、公債費が減少したことにより667億円（対前年比2.6%）の減少
・実質収支 ： 12億円（前年度▲3億円）と前年比横ばい

平成2３年度決算収支状況 歳入・歳出の主な内訳

(億円)
　 H23　a H22　b

25,059 25,707 ▲ 648 ▲ 2.5%
道税 5,321 5,445 ▲ 124 ▲ 2.3%

増減率a-b

歳 出 決 算 額 b 24,976 25,643 ▲ 667 ▲ 2.6%

歳　入　歳　出　差　引　額 c(a-b) 83 64  19

翌年度に繰り越すべき財源 d 71 49  22

実 質 収 支 e(c-d) 12 15 ▲ 3 －

－

－

１０

普通会計決算規模等の推移

29,287 28,338 
26,254 26,378 25,560 25,533 25,011 

27,296 25,707 25,059 
29,090 28,164 

26,144 26,323 25,511 25,485 24,981 
27,228 

25,643 24,976 
94 107 

23 
-3 10 4 6 16 15 12 

-50 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

歳入 歳出 実質収支

道税 5,321 5,445 ▲ 124 ▲ 2.3%
地方交付税 7,016 6,986  30  0.4%
国庫支出金 3,650 3,669 ▲ 19 ▲ 0.5%
道債 3,861 4,373 ▲ 512 ▲ 11.7%
その他 5,211 5,234 ▲ 23 ▲ 0.4%
　 24,976 25,643 ▲ 667 ▲ 2.6%
人件費 6,553 6,530  23  0.4%
公債費 4,484 4,725 ▲ 241 ▲ 5.1%
普通建設事業費 4,160 4,496 ▲ 336 ▲ 7.5%
その他 9,779 9,892 ▲ 113 ▲ 1.1%

歳出

歳入



健全化判断比率等

健全化判断比率 その他

①

行政経常収支率

26.0％

10位/29団体

29団体平均

②

地方債残高増減率

26.7%

19位/32団体

32団体平均

③

債務償還可能年数

12.1年

19位/29団体中

29団体平均

H22年度 H23年度 H24年度

実質赤字比率
当該地方公共団体の一般会計等を対

象とした実質赤字額の標準財政規模

に対する比率

連結赤字比率
当該地方公共団体の全会計を対象と

した実質赤字額又は資金の不足額の

標準財政規模に対する比率

該当なし

該当なし

○各団体の平成22年度の財務諸表、地方公共団体向け財政融資財務状況把握ハンドブック等をもと
に北海道で作成

○①、 ③は発行団体（３２団体）のうち、「総務省方式改訂モデル」を採用している団体との比較

１１

○実質公債費比率の将推と今後の見通・・・P21ご参照

29団体平均
22.8％

・行政経常収入に
対する行政経常
収支の割合

・一般的には、行政
経常収支率が高
ければ、債務償還
能力は高く、かつ
資金繰り状況も良
好と考えられる。

32団体平均

26.1%

・普通会計地方債
残高の13年度か
ら22年度にかけ

ての増減率

29団体平均

13.3年

・債務が実質的な
償還原資である
行政経常収支
（キャッシュフ
ロー）の何年分
あるかを示したも
の

実質公債費比率
当該地方公共団体の一般会計等が負
担する元利償還金及び準元利償還金

の標準財政規模に対する比率

24.0% 24.1% 23.1%

13.0% 13.5% 13.9%

将来負担比率
当該地方公共団体の一般会計等が将
来負担すべき負債の標準財政規模に

対する比率

350.1% 330.2% 334.8%

229.2% 220.8% 217.5%

全国平均

全国平均



868 
848 

1,581 1,476 1,479 1,412 

1,338 

1,362 
1,193 

1,150 
1,141 

1,115 

273 603 
643 

5,583 
5,467 5,541 5,509 

5,821 

6,483 
6,211 

5,631 
5,445 

5,321 

5,000 

6,000 

7,000 

5,000 

6,000 

7,000 

道税の推移

5,904 6,048 5,964 H23決算 構成比

・税源移譲などの制度改正もあり平成１９年度に過去最高額を計上したが、その後は景気の落ち込みや制度改正により減少

法人二

税

13%

個人道

民税

25%

その他

19%

地方法

人特別

譲与税

11%

H21 H22 H23

1,268 1,435 1,438

1,201 1,173 1,199 1,264 
1,525 1,519 1,434 

995 832 795 

822 794 764 775 

849 

1,530 1,592 

1,566 
1,503 1,479 

1,076 1,117 1,207 1,161 

1,229 

1,204 1,144 

1,088 
1,160 1,134 

903 907 892 897 

880 832 
809 

798 
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1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

地方法人特別譲与税 その他 自動車税 地方消費税 個人道民税 法人二税

１２

＊参考

法人二税+地方法人特別譲与税

地方法人特別譲与税を含めた額

25%

地方消

費税

19%

自動車

税

13%



3,824 

3,500 

4,000 

4,500 

519 
913 

1,405 2,320 3,045 
3,780 

3,176 
2,626 

2,790 

5,776 

6,239 
5,999 

6,362 

5,708 

6,728 

7,416 7,503 

6,999 

6,651 

6,000 

7,000 

8,000 

道債の推移

・投資的経費の計画的な削減に伴い通常債は年々減少(H23決算ではH14対比▲54.1.%）
・H21以降、臨時財政対策債の発行額が高水準で推移

H21以降 臨時財政対策債の発行額が急増
・臨時財政対策債は、後年度に元利償還金が

全額交付税算入されます

億円

1,754 

700 

1,784 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

3,824 

2,983 2,876 
2,592 2,366 2,134 2,122 2,138 1,907 1,754 
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1,651 
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133 200 
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0 
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164 121 

89 
0 
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667 714 576 

449 
250 

261 

1,405 2,320 

1,933 

3,045 2,790 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

借換債 その他 減収補填債 臨時財政対策債 通常債

１３＊その他：行革債、退手債



19,489 19,074 

17,516 
16,945 

16,412 

15,008 16000

18000

20000

10,000 

12,000 

人件費の推移

『職員数適正化計画』 知事部局職員数の推移
目標 H17→H27 ▲35.0％

(人)(億円)

ラスパイレス指数

給与独自縮減措置(H24～H26)

総務省HP
H23/4時点

・『職員数適正化計画』の着実な推進 H17→H24 ▲27.4％
・給与独自縮減措置(H26までの臨時措置）等によりラスパイレス指数は全国最低

1
北海道 92.5

岡山県 92.5

3 島根県 92.9

4 大阪府 93.4

47 静岡県 103.4

職員数は各年度の４月１日現在
H24.4.1現在 14,158人(▲27.4%)

1,546 1,596 1,515 1,533 1,390 1,400 1,381 1,319 1,200 1,266 

1,147 1,137 1,155 1,162 1,084 1,084 1,071 1,085 1,033 1,033 

5,138 4,993 4,879 4,835 
4,405 4,376 4,410 4,337 4,297 4,254 

7,831 7,726 7,549 7,530 

6,879 6,860 6,862 6,741 6,530 6,553 

15,008 14,658 

0
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2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

教育 警察 知事部局

１．一般職

・給与の縮減

区分 H24 H25 H26

管理職員
課長相当職以上 ▲9％ ▲9％ ▲9％

主幹相当職 ▲9％ ▲8.7% ▲8.4%

一般職員
下記以外 ▲4.8% ▲4.5% ▲4.2%

30歳以下 ▲4％ ▲4％ ▲4％

・管理職手当の縮減～管理職員▲20％

・期末勤勉手当の縮減

管理職員：算出基礎額のうち役職段階別加算額の1/3を減額

一般職員：算出基礎額のうち役職段階別加算額の1/4を減額

・査定昇給の凍結

２．特別職

・給与の縮減 ～知事▲25％,副知事▲20％,教育長▲15％,その他▲10％

・期末手当の縮減～知事▲20％,副知事▲20％,教育長▲18％,その他▲15％

１４



1,648 

1,449 

8,698 

7,547 

6,645 
6,477 

6,184 
5,710 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

投資的経費の推移

・国の景気・経済対策に沿って積極的に公共事業や投資単独事業を行ってきた結果、平成10年度には1兆2,022億円（ピーク）に達したが、その
後は段階的に抑制し減少傾向（H23決算ではH14対比▲52.2%）
（H21は国の「経済危機対策」の実施等に伴い一時的に増加したがH22以降は引き続き抑制）

億円

1,723 
1,322 1,180 1,143 1,368 1,200 1,069 1,251 1,281 

697 

5,327 

4,776 

4,073 3,837 3,244 
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2,286 
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1,392 
1,497 
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784 

5,551 
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国直轄負担金 補助事業 単独事業
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基金の状況

基金の状況 基金による償還額と資金の確保状況

2,039 

2,333 2,395 2,338 

2,044 

2,500 

3,000 

・行財政改革に伴う財政効果により収支の均衡が図られるまでの間、減債基金（満期一括分）の一部について特例的に積立を留保する歳出平準化
対策を実施

・今後も引き続き償還に必要な資金を確保するための積立を行い、道債償還に必要な財源を確保

当該年度の償還に必要な額（取崩予定額）を確保
億円

億円

1,707 1,712 1,718 1,510 
1,831 

1,582 
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減債基金（通常分） 減債基金（満活分）

１６

981 938
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1,261 
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取崩予定額 償還充当可能資金

償還充当可能資金＝前年度減債基金（満活分）＋当年度積立額
（累計）



『新たな行財政改革の取組み』(H20.2改訂)により行財政改革を推進

行財政改革の取組み

(改訂)H20年度からH26年度まで取組み期間
・持続可能な行財政運営構造の確立
・簡素で効率的な組織体制の確立
・国、市町村、民間等との協働関係の構築

行財政改革の
方向性

○独自の給与削減措置の実施 ○職員数適正化計画や関与団体見直し計画などを加速
○投資的経費を計画的に削減 ○歳出平準化対策を実施

新たな収支対策

前半期（H20～H23）の主な取組み

１７

①給与の独自縮減

•一般職

・給与 管理職 ▲9% その他▲7.5%

・管理職手当 ▲20%

・期末、勤勉手当 役職加算の1/3減額

•特別職

・給与、期末手当

知事▲25% 副知事▲20％

②職員適正化計画の加速

•目標 H27.4.1 12,600人(H17比▲35%)

•H17.4.1 19,489人

H19.4.1 17,516人(H17比 ▲10%)

H23.4.1 14,658人(   同 ▲25%)

③投資的経費の計画的削減

前半期（H20～H23）の主な取組み

事務事業の見直し

・集中業務室の設置
・資産の有効活用

遊休資産売却

59億（～H23）

民間開放等の推進 組織機構の見直し 関与団体の見直し

・指定管理者制度
導入46施設

・市場化テスト実施
削減人工数204人
(H19～H23)

・類似業務の集約・
一元化

19業務

・運営交付金の縮減
札医大等(H19～H23)

▲1,185百万円

・施設の統廃合推進
道税事務所統合等

・関与団体数削減
▲63団体

165(H17)
→102(H23)

・派遣職員数削減

▲113人
136人(H17)

→23人(H23)

区 分 H20 H21～26

公共事業(国直轄事業) ▲ 4% ▲ 3%

公共事業(補助事業) ▲ 8% ▲ 8%

投資単独事業 ▲ 9% ▲ 7%



行財政改革の取組み

後半期（H24～H26）の主な取組み

歳出削減

○給与独自縮減の実施

(主なもの)
特別職 知事▲25％、副知事

▲20％

管理職 課長以上 ▲9％

歳入確保

○道税・交付税等の確保
道税等の徴収強化 等

前半期の主な取組結果

人件費(H19 - H23決算対比)

6,860 億円

6,553 億円

17,516 人

14,658 人
14,500 人

16,000 人

17,500 人

19,000 人

6,200 億円

6,400 億円

6,600 億円

6,800 億円

7,000 億円

▲2,858人
（▲16.3%）

▲307億円
（▲4.5%）

１８

一般職(30歳以下) ▲4%

○投資的経費の縮減

○道債償還費の圧縮

新規道債発行の抑制

○使用料・手数料の見直し

行政財産貸付範囲の拡大 等

・道債残高(H26年度末)5.0兆円
(特例的な地方債除く)

区 分 前年度対比

公共事業(国直轄事業) ▲ 3%

公共事業(補助事業) ▲ 8%

投資単独事業 ▲ 7%

投資的経費(H19 - H23決算対比)

14,658 人

13,000 人6,000 億円
H19 H23

人件費 職員数(知事部局）

5,551 億円

4,160 億円

0 億円

1,000 億円

2,000 億円

3,000 億円

4,000 億円

5,000 億円

6,000 億円

H19 H23

▲1,391億円
（▲25.1%）

＊職員数は各年度の4月1日現在



道財政の中期展望(一般財源ベース)

対策期間

H24当初 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

5,790 5,730 5,690 5,670 5,590 5,510 5,470 5,520 5,460 5,410

670 640 620 530 510 500 490 480 470 470

4,490 4,550 4,530 4,530 4,490 4,490 4,360 4,370 4,230 4,250

560 660 730 800 890 1,020 1,150 1,270 1,330 1,390

3,930 3,890 3,800 3,730 3,600 3,470 3,210 3,100 2,900 2,860

4,500 4,590 4,680 4,770 4,860 4,930 5,010 5,080 5,160 5,240

2,600 2,690 2,780 2,870 2,960 3,050 3,140 3,230 3,320 3,410

1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,880 1,870 1,850 1,840 1,830

1,580 1,580 1,580 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410 1,410

17,030 17,090 17,100 16,910 16,860 16,840 16,740 16,860 16,730 16,780

14,430 14,480 14,540 14,650 14,760 14,870 14,980 15,090 15,200 15,310

1,550 1,550 1,550 1,550 1,550 1,550 1,550 1,550 1,550 1,550

15,980 16,030 16,090 16,200 16,310 16,420 16,530 16,640 16,750 16,860

行政改革推進債 270 250 230

計　　　A

区　　分

歳
出

人件費

投資的経費

道債償還費

臨時財政対策債

その他

義務的経費

保健福祉関係

その他

その他歳出

歳
入

道税・交付税等

その他歳入

計　　　B

(B-A)　C

収支不足額

(単位　億円)

▲ 220 20 80▲ 710 ▲ 420▲ 550▲ 1,050 ▲ 1,060 ▲ 1,010 ▲ 210

財政的

１９

区　　　　分 内　　　　　　　　　　　容

・職員数変動等、定期昇給、退職手当を反映し推計

・公共（直轄）は新幹線負担金分の増減、過年度償還分の減のみを反映し推計
（新幹線負担金分には、一定条件設定のもと新函館・札幌間の負担額を反映）
・他の要素はH26と同額

・H27以降の利率は、2.0%（10年債）で推計
・臨時財政対策債はH27以降も年1,800億円の発行が続くものとして推計

・保健福祉関係義務費は高齢化の進展等による医療費の増等を踏まえ、年90億円増で推計

・H26と同額そ の 他 歳 入

歳

出

歳

入

そ の 他 歳 出

道 税 ・ 交 付 税 等

・H26と同額

・臨時財政対策債の償還に伴う交付税算入額の増分のみを反映し推計
・他の要素はH26と同額

人 件 費

投 資 的 経 費

道 債 償 還 費

義 務 的 経 費

退 職 手 当 債 200 200 200

歳出平準化対策 200 150 50

20 30 40

給 与 独 自 削 減 230 220 210

投資的経費縮減 10 40 60

その他歳出削減 70 120 170

▲ 50 ▲ 50 ▲ 50

歳 出

削 減

要調整額(C+D)

収支
対策

D

財政的
調 整

歳 入 確 保 等 平成27年度以降は次期行財政改革で対策を実施



道債残高の推移と見通し

兆円

0.66 
0.81 1.03 

1.19 1.36 1.48 1.61 
1.75 1.90 2.03 2.16 2.25 2.35 2.45 

5.51 5.48 5.41 
5.32 

5.24 5.13 4.99

5.55 5.63 5.73 5.79 5.84 5.84 5.82 5.77 5.73 
5.67 5.62 5.59 5.58 5.58 

5.00 

6.00 

7.00 

臨時財政対策債

その他の道債

道債残高(目標ベース)

目標ベースの残高（Ｈ２６ ５兆円）を達成見込

行革の取組み等により残高は逓減見込
臨時財政対策債を除く残高は大幅減の見込

２０

○H22までは実績。H23以降は年度末残高見込。
○道債残高（目標ベース）と道債残高の差は、①減収補填債(H19～21 377億円）、②補正予算債(H20～23 640億円）

③臨時財政対策債の増発分(H21～H26  7,433億円)の合計額

4.89 4.82 4.70 4.60 4.48 4.36 4.21 4.02 3.83 3.64 3.46 3.34 3.23 3.13 

0.00 

1.00 

2.00 

3.00 

4.00 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33



23.1 

24.3 

25.3 
25.4 

25.2 

24.3 

23.1 

22.8 

23.8 

24.6 24.6 

24.3 

23.4 

23.3 

24.0 
23.9 

23.4 

24.0 
24.1 

23

24

25

26

実質公債費比率の推移と今後の見通し（H24/９時点）

早期健全化基準

(％)

21.6 

21.9 
21.7 

21.5 21.8 

22.8 

21.5 21.6 

22.5 
22.4 

19.8 

20.6 

21.7 

22.3 

19

20

21

22

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

試算A(金利10年債 2.3%、5年債 1.6%等)

試算B(金利10年債 2.0%、5年債 1.3%等)

試算C(金利10年債 1.7%、5年債 1.0%等)

２１



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

10年債 200 200 200 200 200 200 1,200

5年債 200 200 200 200 200 200 1,200

3年債 100 100 200

フレックス
(20年債)

100 100

市場公債

平成24年度 道債発行計画

・市場公募債3,500億円の発行を予定（23年度比＋100億円）
・基幹債である個別債10年は偶数月、5年は奇数月に各200億円を発行
・北海道としては初めてとなる、主幹事方式によるフレックス枠を設定（100億円）し、市場環境に応じた機動的な発行を実施

個別債（3年債を除く）の発行について
・シ団メンバーによるプレマーケティングにより発行条件を決定しています。（シ団メンバーの加重平均値を採用）
・条件決定日は、原則第2金曜日（3，9月除く）としています。
・発行日は原則月末（3，9月は25日）。償還日は発行日応当日としています。
・利払日は3，9月の25日に設定しています。

共同債 60 70 60 70 60 70 60 70 70 70 70 70 800

3,500

6,528

  ＊今後の状況変化等により発行計画が変更となる可能性もあります。
＊3年債：住民参加型公募公債

合　　　　計

銀 行 等 引 受 債

政 府 系 資 金

1,942

1,086

公　募　計

２２



お問い合わせ先

北海道総務部財政局財政課 資金グループ

ＴＥＬ：011-204-5300
ＦＡＸ：011-232-8657

その他（北海道、道財政等に関連するＨＰ）
・北海道 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/
・財政課 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsi/index.htm 

２３

・財政課 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsi/index.htm 
・道 債 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsi/new_dosai.htm 

・本資料は、投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等の取引を提案、勧誘、助言するものではありません。
・本資料に掲載している情報は、修正される場合があります。


